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 介護保険法施行条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 

【平成26年４月１日施行分】 

 
 

改   正 現   行 

別表（第９条関係） 別表（第９条関係） 

 手数料徴収に係る事務 手数料の名称 金額   手数料徴収に係る事務 手数料の名称 金額  

１ （略） （略） （略）   １ （略） （略） （略）  

２ 法第69条の２第１項の

規定に基づく介護支援専門

員実務研修受講試験の実施 

介護支援専門

員実務研修受

講試験手数料 

8,090円

 

  ２ 法第69条の２第１項の

規定に基づく介護支援専門

員実務研修受講試験の実施 

介護支援専門

員実務研修受

講試験手数料 

8,000円

 

 

３ 法第69条の２第１項の

規定に基づく介護支援専門

員実務研修の実施 

介護支援専門

員実務研修手

数料 

３万570円

 

  ３ 法第69条の２第１項の

規定に基づく介護支援専門

員実務研修の実施 

介護支援専門

員実務研修手

数料 

３万円

 

 

４ 法第69条の７第１項及

び第５項の規定に基づく介

護支援専門員証の交付 

介護支援専門

員証交付手数

料 

2,840円

 

  ４ 法第69条の７第１項及

び第５項の規定に基づく介

護支援専門員証の交付 

介護支援専門

員証交付手数

料 

2,800円

 

 

５ 法第69条の７第１項の

規定に基づく介護支援専門

員証の書換え交付 

介護支援専門

員証書換え交

付手数料 

1,830円

 

  ５ 法第69条の７第１項の

規定に基づく介護支援専門

員証の書換え交付 

介護支援専門

員証書換え交

付手数料 

1,800円

 

 

６ 法第69条の７第１項の

規定に基づく介護支援専門

員証の再交付 

介護支援専門

員証再交付手

数料 

1,740円

 

  ６ 法第69条の７第１項の

規定に基づく介護支援専門

員証の再交付 

介護支援専門

員証再交付手

数料 

1,700円

 

 

７ 法第69条の７第２項の

規定に基づく介護支援専門

員再研修の実施 

介護支援専門

員再研修手数

料 

３万570円

 

  ７ 法第69条の７第２項の

規定に基づく介護支援専門

員再研修の実施 

介護支援専門

員再研修手数

料 

３万円

 

 

８ 法第69条の８第１項の

規定に基づく介護支援専門

員証の更新 

介護支援専門

員証更新手数

料 

2,840円

 

  ８ 法第69条の８第１項の

規定に基づく介護支援専門

員証の更新 

介護支援専門

員証更新手数

料 

2,800円

 

 

９ 法第69条の８第２項の

規定に基づく介護支援専門

員更新研修の実施 

 

介護支援専門

員更新研修手

数料 

 

(1) 厚生労働大臣が定める介

護支援専門員等に係る研修

の基準（平成18年厚生労働

省告示第218号。以下「研修

基準」という。）の２の表に

定める課程を受講する場合 

３万570円

(2) 研修基準の３の表に定め

る課程のうち、介護保険制度

論、対人個別援助技術、高齢

者の疾病と対処及び主治医

との連携、社会資源活用、人

格の尊重及び権利擁護、ケア

マネジメント（介護支援サー

ビス及び介護予防支援をい

う。以下同じ。）とそれを担

う介護支援専門員の倫理、ケ

アマネジメントのプロセス

とその基本的考え方に関す

る講義及び対人個別援助技

術に関する演習並びに訪問

介護・訪問入浴介護、訪問看

護・訪問リハビリテーショ

ン、居宅療養管理指導、通所

介護・通所リハビリテーショ

ン、短期入所・介護保険施設、

介護保険施設・認知症対応型

共同生活介護・特定施設入居

者生活介護、福祉用具・住宅

改修、リハビリテーション又

は認知症高齢者・精神疾患に

関する講義のうちいずれか

３科目を受講する場合 

２万430円

(3) 研修基準の３の表に定め

る課程のうち、介護支援専門

員の課題に関する講義、介護

支援専門員特別講義及びサ

ービス担当者会議に関する

演習並びに居宅介護支援事

例研究に関する講義及び居

宅介護支援に関する演習又

は施設介護支援事例研究に

関する講義及び施設介護支

援に関する演習のうちいず

れか１を受講する場合 

１万8,450円

  ９ 法第69条の８第２項の

規定に基づく介護支援専門

員更新研修の実施 

 

介護支援専門

員更新研修手

数料 

 

(1) 厚生労働大臣が定める介

護支援専門員等に係る研修

の基準（平成18年厚生労働

省告示第218号。以下「研修

基準」という。）の２の表に

定める課程を受講する場合 

３万円

(2) 研修基準の３の表に定め

る課程のうち、介護保険制度

論、対人個別援助技術、高齢

者の疾病と対処及び主治医

との連携、社会資源活用、人

格の尊重及び権利擁護、ケア

マネジメント（介護支援サー

ビス及び介護予防支援をい

う。以下同じ。）とそれを担

う介護支援専門員の倫理、ケ

アマネジメントのプロセス

とその基本的考え方に関す

る講義及び対人個別援助技

術に関する演習並びに訪問

介護・訪問入浴介護、訪問看

護・訪問リハビリテーショ

ン、居宅療養管理指導、通所

介護・通所リハビリテーショ

ン、短期入所・介護保険施設、

介護保険施設・認知症対応型

共同生活介護・特定施設入居

者生活介護、福祉用具・住宅

改修、リハビリテーション又

は認知症高齢者・精神疾患に

関する講義のうちいずれか

３科目を受講する場合 

２万円

(3) 研修基準の３の表に定め

る課程のうち、介護支援専門

員の課題に関する講義、介護

支援専門員特別講義及びサ

ービス担当者会議に関する

演習並びに居宅介護支援事

例研究に関する講義及び居

宅介護支援に関する演習又

は施設介護支援事例研究に

関する講義及び施設介護支

援に関する演習のうちいず

れか１を受講する場合 

１万8,000円
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改   正 現   行 

10  法第70条第１項の規定

に基づく指定居宅サービス

事業者の指定の申請（訪問

リハビリテーションに係る

指定の申請を法第94条第

１項の規定に基づく介護老

人保健施設の開設の許可の

申請と併せて行う場合にお

ける当該指定の申請、居宅

療養管理指導に係る指定の

申請を訪問看護に係る指定

の申請と併せて行う場合に

おける当該居宅療養管理指

導に係る指定の申請及び訪

問看護に係る法第41条第

１項本文の指定を受けてい

る者が居宅療養管理指導に

係る指定の申請を行う場合

における当該申請を除く。）

に対する審査 

指定居宅サー

ビス事業者指

定申請手数料 

 

(1) 通所介護及び特定施設入

居者生活介護に係る指定の

申請に対する審査 

３万50円

 

(2) 短期入所生活介護及び短

期入所療養介護に係る指定

の申請に対する審査 

２万50円

 

(3) その他の居宅サービスに

係る指定の申請に対する審

査 

２万30円

 

  10  法第70条第１項の規定

に基づく指定居宅サービス

事業者の指定の申請（訪問

リハビリテーションに係る

指定の申請を法第94条第

１項の規定に基づく介護老

人保健施設の開設の許可の

申請と併せて行う場合にお

ける当該指定の申請、居宅

療養管理指導に係る指定の

申請を訪問看護に係る指定

の申請と併せて行う場合に

おける当該居宅療養管理指

導に係る指定の申請及び訪

問看護に係る法第41条第

１項本文の指定を受けてい

る者が居宅療養管理指導に

係る指定の申請を行う場合

における当該申請を除く。）

に対する審査 

指定居宅サー

ビス事業者指

定申請手数料 

 

(1) 通所介護及び特定施設入

居者生活介護に係る指定の

申請に対する審査 

３万円

 

（追加） 

 

 

 

 

(2) その他の居宅サービスに

係る指定の申請に対する審査 

２万円

 

 

11  法第70条の２第４項に

おいて準用する法第70条

第１項の規定に基づく指定

居宅サービス事業者の指定

の更新の申請（訪問リハビ

リテーションに係る指定の

更新の申請を法第94条の

２第４項において準用する

法第94条第１項の規定に

基づく介護老人保健施設の

開設の許可の更新の申請と

併せて行う場合における当

該指定の更新の申請、居宅

療養管理指導に係る指定の

更新の申請を訪問看護に係

る指定の更新の申請と併せ

て行う場合における当該居

宅療養管理指導に係る指定

の更新の申請及び訪問看護

に係る法第41条第１項本

文の指定を受けている者が

居宅療養管理指導に係る指

定の更新の申請を行う場合

における当該申請を除く。）

に対する審査 

指定居宅サー

ビス事業者指

定更新申請手

数料 

 

１万30円

 

  11  法第70条の２第４項に

おいて準用する法第70条

第１項の規定に基づく指定

居宅サービス事業者の指定

の更新の申請（訪問リハビ

リテーションに係る指定の

更新の申請を法第94条の

２第４項において準用する

法第94条第１項の規定に

基づく介護老人保健施設の

開設の許可の更新の申請と

併せて行う場合における当

該指定の更新の申請、居宅

療養管理指導に係る指定の

更新の申請を訪問看護に係

る指定の更新の申請と併せ

て行う場合における当該居

宅療養管理指導に係る指定

の更新の申請及び訪問看護

に係る法第41条第１項本

文の指定を受けている者が

居宅療養管理指導に係る指

定の更新の申請を行う場合

における当該申請を除く。）

に対する審査 

指定居宅サー

ビス事業者指

定更新申請手

数料 

 

１万円

 

 

12  法第 79条第１項の規定

に基づく指定居宅介護支援

事業者の指定の申請に対す

る審査 

指定居宅介護

支援事業者指

定申請手数料 

２万30円  12  法第 79条第１項の規定

に基づく指定居宅介護支援

事業者の指定の申請に対す

る審査 

指定居宅介護

支援事業者指

定申請手数料 

２万円

 

 

13  法第 79条の２第４項に

おいて準用する法第 79条

第１項の規定に基づく指定

居宅介護支援事業者の指定

の更新の申請に対する審査 

指定居宅介護

支援事業者指

定更新申請手

数料 

１万30円

 

  13  法第 79条の２第４項に

おいて準用する法第 79条

第１項の規定に基づく指定

居宅介護支援事業者の指定

の更新の申請に対する審査 

指定居宅介護

支援事業者指

定更新申請手

数料 

１万円

 

 

14  法第86条第１項の規定

に基づく指定介護老人福祉

施設の指定の申請に対する

審査 

指定介護老人

福祉施設指定

申請手数料 

４万5,050円

 

  14  法第86条第１項の規定

に基づく指定介護老人福祉

施設の指定の申請に対する

審査 

指定介護老人

福祉施設指定

申請手数料 

４万5,000円

 

 

15  法第86条の２第４項に

おいて準用する法第86条

第１項の規定に基づく指定

介護老人福祉施設の指定の

更新の申請に対する審査 

指定介護老人

福祉施設指定

更新申請手数

料 

 

２万5,030円  15  法第86条の２第４項に

おいて準用する法第86条

第１項の規定に基づく指定

介護老人福祉施設の指定の

更新の申請に対する審査 

指定介護老人

福祉施設指定

更新申請手数

料 

 

２万5,000円

 

 

16  法第94条第１項の規定

に基づく介護老人保健施設

の開設の許可 

介護老人保健

施設開設許可

手数料 

６万3,050円  16  法第94条第１項の規定

に基づく介護老人保健施設

の開設の許可 

介護老人保健

施設開設許可

手数料 

６万3,000円

 

 

17  法第94条第２項の規定

に基づく介護老人保健施設

の変更の許可（構造設備の

変更を伴うものに限る。） 

介護老人保健

施設変更許可

手数料 

３万3,050円  17  法第94条第２項の規定

に基づく介護老人保健施設

の変更の許可（構造設備の

変更を伴うものに限る。） 

介護老人保健

施設変更許可

手数料 

３万3,000円 

18  法第94条の２第４項に

おいて準用する法第94条

第１項の規定に基づく介護

老人保健施設の開設の許可

の更新 

介護老人保健

施設開設許可

更新手数料 

２万5,030円  18  法第94条の２第４項に

おいて準用する法第94条

第１項の規定に基づく介護

老人保健施設の開設の許可

の更新 

介護老人保健

施設開設許可

更新手数料 

２万5,000円
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改   正 現   行 

19  法第115条の２第１項の

規定に基づく指定介護予防

サービス事業者の指定の申

請（介護予防訪問リハビリ

テーションに係る指定の申

請を法第94条第１項の規

定に基づく介護老人保健施

設の開設の許可の申請と併

せて行う場合における当該

指定の申請、介護予防居宅

療養管理指導に係る指定の

申請を介護予防訪問看護に

係る指定の申請と併せて行

う場合における当該介護予

防居宅療養管理指導に係る

指定の申請及び介護予防訪

問看護に係る法第53条第

１項本文の指定を受けてい

る者が介護予防居宅療養管

理指導に係る指定の申請を

行う場合における当該申請

を除く。）に対する審査 

指定介護予防

サービス事業

者指定申請手

数料 

 

(1) 介護予防通所介護及び介

護予防特定施設入居者生活

介護に係る指定の申請に対

する審査 

１万5,050円

 

(2) 介護予防短期入所生活介

護及び介護予防短期入所療

養介護に係る指定の申請に

対する審査 

1万50円

 

(3) その他の介護予防サービ

スに係る指定の申請に対す

る審査 

１万30円

 

 

 

  19  法第115条の２第１項の

規定に基づく指定介護予防

サービス事業者の指定の申

請（介護予防訪問リハビリ

テーションに係る指定の申

請を法第94条第１項の規

定に基づく介護老人保健施

設の開設の許可の申請と併

せて行う場合における当該

指定の申請、介護予防居宅

療養管理指導に係る指定の

申請を介護予防訪問看護に

係る指定の申請と併せて行

う場合における当該介護予

防居宅療養管理指導に係る

指定の申請及び介護予防訪

問看護に係る法第53条第

１項本文の指定を受けてい

る者が介護予防居宅療養管

理指導に係る指定の申請を

行う場合における当該申請

を除く。）に対する審査 

指定介護予防

サービス事業

者指定申請手

数料 

 

(1) 介護予防通所介護及び介

護予防特定施設入居者生活

介護に係る指定の申請に対

する審査 

１万5,000円

 

（追加） 

 

 

 

 

 

(2) その他の介護予防サービ

スに係る指定の申請に対す

る審査 

１万円

 

 

20  法第115条の11において

準用する法第70条の２第

４項において準用する法第

70条第１項の規定に基づく

指定介護予防サービス事業

者の指定の更新の申請（介

護予防訪問リハビリテーシ

ョンに係る指定の更新の申

請を法第94条の２第４項

において準用する法第94

条第１項の規定に基づく介

護老人保健施設の開設の許

可の更新の申請と併せて行

う場合における当該指定の

更新の申請、介護予防居宅

療養管理指導に係る指定の

更新の申請を介護予防訪問

看護に係る指定の更新の申

請と併せて行う場合におけ

る当該介護予防居宅療養管

理指導に係る指定の更新の

申請及び介護予防訪問看護

に係る法第53条第１項本

文の指定を受けている者が

介護予防居宅療養管理指導

に係る指定の更新の申請を

行う場合における当該申請

を除く。）に対する審査 

指定介護予防

サービス事業

者指定更新申

請手数料 

１万30円   20  法第115条の11において

準用する法第70条の２第

４項において準用する法第

70条第１項の規定に基づく

指定介護予防サービス事業

者の指定の更新の申請（介

護予防訪問リハビリテーシ

ョンに係る指定の更新の申

請を法第94条の２第４項

において準用する法第94

条第１項の規定に基づく介

護老人保健施設の開設の許

可の更新の申請と併せて行

う場合における当該指定の

更新の申請、介護予防居宅

療養管理指導に係る指定の

更新の申請を介護予防訪問

看護に係る指定の更新の申

請と併せて行う場合におけ

る当該介護予防居宅療養管

理指導に係る指定の更新の

申請及び介護予防訪問看護

に係る法第53条第１項本

文の指定を受けている者が

介護予防居宅療養管理指導

に係る指定の更新の申請を

行う場合における当該申請

を除く。）に対する審査 

指定介護予防

サービス事業

者指定更新申

請手数料 

 

１万円 

21  法第115条の35第２項の

規定に基づく介護サービス

情報の公表 

 

介護サービス

情報公表手数

料 

 

(1) 次項右欄に規定する調査

の区分に応じ、法第115条の

35第１項の規定により同項

に規定する介護サービスの

提供を開始しようとすると

きに行う報告に係る公表 

5,680円

(2) 次項右欄に規定する調査

の区分に応じ、法第115条の

35第１項の規定により介護

保険法施行規則（平成11年

厚生省令第36号）第140条

の44に規定するときに行う

報告に係る公表 

6,380円

  21  法第115条の35第２項の

規定に基づく介護サービス

情報の公表 

 

介護サービス

情報公表手数

料 

 

(1) 次項右欄に規定する調査

の区分に応じ、法第115条の

35第１項の規定により同項

に規定する介護サービスの

提供を開始しようとすると

きに行う報告に係る公表 

5,600円

(2) 次項右欄に規定する調査

の区分に応じ、法第115条の

35第１項の規定により介護

保険法施行規則（平成11年

厚生省令第36号）第140条

の44に規定するときに行う

報告に係る公表 

6,300円

 

22  法第115条の35第３項の

規定に基づく介護サービス

情報の調査 

 

介護サービス

情報調査手数

料 

 

(1) 訪問介護、介護予防訪問

介護及び夜間対応型訪問介

護のうちいずれか１以上の

調査 

２万970円

  22  法第115条の35第３項の

規定に基づく介護サービス

情報の調査 

 

介護サービス

情報調査手数

料 

 

(1) 訪問介護、介護予防訪問

介護及び夜間対応型訪問介

護のうちいずれか１以上の

調査 

２万800円

 

  (2) 訪問入浴介護及び介護予

防訪問入浴介護のうちいず

れか１以上の調査 

２万870円

    (2) 訪問入浴介護及び介護予

防訪問入浴介護のうちいず

れか１以上の調査 

２万700円
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  (3) 訪問看護及び介護予防訪

問看護のうちいずれか１以

上の調査 

２万1,570円

    (3) 訪問看護及び介護予防訪

問看護のうちいずれか１以

上の調査 

２万1,400円

 

  (4) 訪問看護及び介護予防訪

問看護のうちいずれか１以

上並びに通所介護（指定居宅

サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平

成11年厚生省令第37号）第

105条の２に規定する指定療

養通所介護（以下「指定療養

通所介護」という。）に限る。）

の調査 

２万5,570円

    (4) 訪問看護及び介護予防訪

問看護のうちいずれか１以

上並びに通所介護（指定居宅

サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平

成11年厚生省令第37号）第

105条の２に規定する指定療

養通所介護（以下「指定療養

通所介護」という。）に限る。）

の調査 

２万5,400円

 

  (５) 訪問リハビリテーショ

ン及び介護予防訪問リハビ

リテーションのうちいずれ

か１以上の調査 

２万1,070円

    (５) 訪問リハビリテーショ

ン及び介護予防訪問リハビ

リテーションのうちいずれ

か１以上の調査 

２万900円

 

  (６) 通所介護（指定療養通所

介護を除く。）、介護予防通

所介護、認知症対応型通所介

護及び介護予防認知症対応

型通所介護のうちいずれか

１以上の調査 

２万2,870円

    (６) 通所介護（指定療養通所

介護を除く。）、介護予防通

所介護、認知症対応型通所介

護及び介護予防認知症対応

型通所介護のうちいずれか

１以上の調査 

２万2,700円

 

  (７) 通所介護（指定療養通所

介護を除く。）、介護予防通

所介護、認知症対応型通所介

護及び介護予防認知症対応

型通所介護のうちいずれか

１以上並びに通所介護（指定

療養通所介護に限る。）の調

査 

２万3,570円

    (７) 通所介護（指定療養通所

介護を除く。）、介護予防通

所介護、認知症対応型通所介

護及び介護予防認知症対応

型通所介護のうちいずれか

１以上並びに通所介護（指定

療養通所介護に限る。）の調

査 

２万3,400円

 

  (８) 通所介護（指定療養通所

介護に限る。）の調査（(4)、

(７)及び(10)に掲げるもの

を除く。） 

２万3,670円

    (８) 通所介護（指定療養通所

介護に限る。）の調査（(4)、

(７)及び(10)に掲げるもの

を除く。） 

２万3,500円

 

  (９) 通所リハビリテーショ

ン及び介護予防通所リハビ

リテーションのうちいずれ

か１以上の調査 

２万3,170円

    (９) 通所リハビリテーショ

ン及び介護予防通所リハビ

リテーションのうちいずれ

か１以上の調査 

２万3,000円

 

  (10)  通所リハビリテーショ

ン及び介護予防通所リハビ

リテーションのうちいずれ

か１以上並びに通所介護（指

定療養通所介護に限る。）の

調査 

２万4,070円

    (10)  通所リハビリテーショ

ン及び介護予防通所リハビ

リテーションのうちいずれ

か１以上並びに通所介護（指

定療養通所介護に限る。）の

調査 

２万3,900円

 

  (11)  特定施設入居者生活介

護、介護予防特定施設入居者

生活介護及び地域密着型特

定施設入居者生活介護のう

ちいずれか１以上の調査 

２万3,270円

    (11)  特定施設入居者生活介

護、介護予防特定施設入居者

生活介護及び地域密着型特

定施設入居者生活介護のう

ちいずれか１以上の調査 

２万3,100円

 

  (12)  福祉用具貸与、介護予防

福祉用具貸与、特定福祉用具

販売及び特定介護予防福祉

用具販売のうちいずれか１

以上の調査 

２万470円

    (12)  福祉用具貸与、介護予防

福祉用具貸与、特定福祉用具

販売及び特定介護予防福祉

用具販売のうちいずれか１

以上の調査 

２万300円

 

  (13)  定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の調査 

２万3,070円

    (13)  定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の調査 

２万2,900円

 

  (14)  小規模多機能型居宅介

護及び介護予防小規模多機

能型居宅介護のうちいずれ

か１以上の調査 

２万1,370円

    (14)  小規模多機能型居宅介

護及び介護予防小規模多機

能型居宅介護のうちいずれ

か１以上の調査 

２万1,200円

 

  (15)  認知症対応型共同生活

介護及び介護予防認知症対

応型共同生活介護のうちい

ずれか１以上の調査 

２万1,570円

    (15)  認知症対応型共同生活

介護及び介護予防認知症対

応型共同生活介護のうちい

ずれか１以上の調査 

２万1,400円
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  (16)  複合型サービスの調査 

２万3,170円

    (16)  複合型サービスの調査 

２万3,000円

 

  (17)  居宅介護支援の調査 

２万70円

    (17)  居宅介護支援の調査 

１万9,900円

 

  (18)  介護老人福祉施設、短期

入所生活介護、介護予防短期

入所生活介護及び地域密着

型介護老人福祉施設入所者

生活介護のうちいずれか１

以上の調査 

２万3,750円

    (18)  介護老人福祉施設、短期

入所生活介護、介護予防短期

入所生活介護及び地域密着

型介護老人福祉施設入所者

生活介護のうちいずれか１

以上の調査 

２万3,600円

 

  (19)  介護老人保健施設並び

に短期入所療養介護及び介

護予防短期入所療養介護（介

護老人保健施設において行

うものに限る。）のうちいず

れか１以上の調査 

２万3,650円

    (19)  介護老人保健施設並び

に短期入所療養介護及び介

護予防短期入所療養介護（介

護老人保健施設において行

うものに限る。）のうちいず

れか１以上の調査 

２万3,500円

 

  (20)  介護療養型医療施設並

びに短期入所療養介護及び

介護予防短期入所療養介護

（介護老人保健施設におい

て行うものを除く。）のうち

いずれか１以上の調査 

２万3,050円

    (20)  介護療養型医療施設並

びに短期入所療養介護及び

介護予防短期入所療養介護

（介護老人保健施設におい

て行うものを除く。）のうち

いずれか１以上の調査 

２万2,900円

 

23  健康保険法等の一部を改

正する法律（平成18年法律

第83号）附則第130条の２

第１項の規定によりなおそ

の効力を有することとされ

る同法第26条の規定によ

る改正前の法第107条の２

第４項において準用する法

第107条第１項の規定に基

づく指定介護療養型医療施

設の指定の更新の申請に対

する審査 

指定介護療養

型医療施設指

定更新申請手

数料 

 

２万5,030円  23  健康保険法等の一部を改

正する法律（平成18年法律

第83号）附則第130条の２

第１項の規定によりなおそ

の効力を有することとされ

る同法第26条の規定によ

る改正前の法第107条の２

第４項において準用する法

第107条第１項の規定に基

づく指定介護療養型医療施

設の指定の更新の申請に対

する審査 

指定介護療養

型医療施設指

定更新申請手

数料 

 

２万5,000円 

         

 

 

 


